
横浜市の訓練実施結果概要（実施計画概要）
※�本訓練は令和元年 9月 8 日実施予定であったが、令和元年台風第 15 号（房総半島台風）の接近に伴
い中止とした。以下、訓練実施予定の内容。
訓練の
目的

本訓練は、当市、市民及び関係機関との連係の強化と地域防災力の向上を目的として実
践的訓練を実施する。

日　　時 令和元年 9月 8日（日）10：00 ～ 12：00

会　　場 よこはま動物園ズーラシア北門駐車場（横浜市旭区上白根町 1175 番地 1）

規　　模 参加機関（団体）約 70 機関、　参加人員約 2,000 名（見込み）

想定地震 相模湾を震源とするマグニチュード 8.1、市内最大震度 7の地震が発生し、家屋の倒壊や
道路、ガス、水道、電気などのライフラインに重大な被害が発生した。

訓練項目

1　実動訓練
（1）緊急交通路確保訓練

救出救助部隊車両の交通路を確保するための交通規制等実施訓練
（2）道路啓開訓練

道路管理者及び関係機関により、主に救助現場までの交通路を確保するため、道路
上の障害物除去を行う訓練

（3）ライフライン復旧訓練
電気、ガス、水道、通信など主要なライフラインの損壊を、関係機関により復旧さ
せる訓練

（4）応急危険度判定訓練
被災した住宅応急危険度を応急危険度判定士による判定する模擬倒壊建物判定訓練

（5）救援物資輸送訓練
他の九都県市や政府からのプッシュ型緊急支援物資の受入れ・分配・配送を行う訓
練

（6）情報収集伝達訓練
発災時における緊急地震速報の伝達訓練及び被災地における救出救助機関による被
災状況の情報収集訓練

（7）救出・救助訓練
消防・警察・自衛隊等救出・救助機関による模擬家屋等からの負傷者の救出・救助
訓練

（8）医療救護訓練
市内医療機関及びDMAT等によるトリアージ・災害医療訓練

（9）火災防御訓練
横浜市消防局及び地元消防団による中層建物火災等に対する一斉放水などの防御・
消火訓練

2　住民訓練
（1）市民体験型訓練

防災備蓄庫の資機材、消火器等の展示、操作取扱体験
（2）シェイクアウト訓練

地震発生時の自己防御訓練
（3）救出救護・避難訓練（住民）

軽傷者等を想定した安否確認、救出・避難訓練及び応急手当体験
（4）初期消火訓練

スタンドパイプ式消火器具及び消火器を使用した初期消火訓練



訓練項目
3　防災啓発ブース
防災関係機関及び事業者による展示コーナー等のブース開設により、訓練参加者や
来場者への防災啓発を行う。

訓練の
特徴

相模湾を震源とする大地震により、都市部を中心に重大な被害が発生したことを想定し、
住民による初動（避難・救助）活動及び救出救助機関を始めとした防災関係機関が相互
に連携して各種活動を実施する、実践的な訓練とした。

参加予定
機関

【行政機関】
陸上自衛隊第 31 普通科連隊、自衛隊神奈川地方協力本部横浜中央募集事務所、神奈
川県警察（危機管理対策課、第一機動隊、旭警察署）神奈川県、旭区役所、旭消防署、
旭消防団、旭土木事務所、横浜市水道局、消防局、総務局、建築局、道路局、経済局、
医療局、健康福祉局、環境創造局、資源循環局

【指定公共機関・指定地方公共機関】
東京ガス㈱横浜支店、東京電力パワーグリッド㈱神奈川総支社、東日本電信電話㈱神
奈川事業部、㈱NTTドコモ神奈川支店、ソフトバンク㈱、KDDI ㈱南関東総支社、
日本赤十字社神奈川県支部、

【協定締結機関等】
横浜建設業協会、神奈川県建設業協会横浜支部、神奈川建設重機協同組合、神奈川
県トラック協会、赤帽首都圏軽自動車運送協同組合神奈川県支部、日本通運株式会
社横浜支店、神奈川救助犬ネットワーク、神奈川救助犬訓練士協会、横浜市アマチュ
ア無線非常通信協力会、災害ボランティアバイクネットワーク関東神奈川県支部、横
浜ケーブルビジョン株式会社、損害保険ジャパン日本興亜株式会社、旭区災害ボラン
ティア連絡会

【市民組織・ボランティア等各種団体】
横浜市国際交流協会、旭消防団、横浜市聴覚障害者協会、横浜ラポール聴覚障害者情
報提供施設、優勢サービス株式会社、今宿地区連合町内会自治会連合会、川井地区連
合町内会自治会連合会、興和台自治会、地域防災拠点運営委員会（市沢小学校、旧若
葉台西中学校、若葉台小学校、若葉台特別支援学校横浜わかば学園

【医療機関】
横浜市医師会、横浜市薬剤師会、横浜市歯科医師会、旭区医師会、旭区薬剤師会、旭
区歯科医師会、聖マリアンナ横浜市西部病院、横浜市立市民病院

【九都県市広域応援協定自治体】
埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市


